
 

 

 

 

 

第２章 

 

各論（基本的施策の推進状況及び課題） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



１ 本市で生産される農産物の信頼の確保 

市民が安全で安心な農産物を入手できるよう、本市の産地情報を市民に提供し、食と農に対する

市民の信頼の向上をめざします。 

 

（１）数値目標の達成状況 

基本的施策１（本市で生産される農産物の信頼の確保）において設定した数値目標２項目のうち

１項目で１９年度実績が比例案分等による１９年度目標値を上回る結果となりました。 

 

   表１－１ 基本的施策１における数値目標達成状況 

※市農業ホームページのトップページを介さずに、市農業ホームページの各ページを閲覧すること

が急増しており、１９年度の市農業ホームページの「のべ閲覧ページ数」は月平均で５，２０２

ページとなっています。（１８年度までは「のべ閲覧ページ数」のデータがありません。） 

 （１９年度実績の捕捉方法） 

  ○市農業ホームページ（トップページ）への月平均アクセス数：久留米市（情報政策課）集計 

  ○市農業ホームページの農業者等のリンク貼付け数：久留米市（農政課）集計 

 

（２）施策の実施状況 

①食と農の情報発信 

食と農に対する市民の理解、信頼の向上を目的として、市では、表１－２のとおり広報くるめへの

関連記事の掲載、ホームページによる情報発信を行いました。 

 

 

 

 

 

 

基本計画目

標 

単

位 

基準値 

（17 年度） 

中間年次 

目標値 

(22 年度)

最終年次 

目標値 

(26 年度)

比例案分等

による１９

年度目標値

19年度実績 

１9年度目標

値に対する目

標達成率（％）

市農業ホー

ム ペ ー ジ

（トップペ

ージ）への

月平均アク

セス数 

件 ７２４ １，０００ １，５００ ８５０ 

※ 

５１４ 

 

６０ 

× 

市農業ホー

ムページの

農業者等の

リンク貼付

け数 

件 ８ ５０ ８０ ２０ ２０ 
１００ 

○ 



   表１－２ １９年度に実施した市民への情報発信 

情報媒体 情報発信の内容 

７月１日号 ○６月に策定した食育推進プランの内容の紹介、食育推進プラン完成記念

イベントの案内、地場農産物（じゃがいも）の学校給食導入について紹

介しました。（表紙、ｐ６） 

○「ばさらかよか農くるめんもん。」で旬の地場農産物（タマネギ）を紹

介しました。（裏表紙） 

８月１日号 ○「ばさらかよか農くるめんもん。」で旬の地場農産物（ナシ）を紹介し

ました。（裏表紙） 

８月１５日号 ○田主丸の巨峰開植５０周年を記念した特集記事を掲載しました。（表紙、

ｐ１～ｐ９） 

９月１日号 ○「ばさらかよか農くるめんもん。」で旬の地場農産物（イチジク）を紹

介しました。（裏表紙） 

１０月１日号 ○「ばさらかよか農くるめんもん。」で旬の地場農産物（柿）を紹介しま

した。（裏表紙） 

１１月１日号 ○秋のイベント情報として、ふるさとくるめ農業まつりの紹介を行いまし

た。（ｐ５） 

○「ばさらかよか農くるめんもん。」で旬の地場農産物（米）を紹介しま

した。（裏表紙） 

１２月１日号 ○平成１９年度の農業功労者、ふるさと農業奨励賞、農業名人を紹介しま

した。（ｐ６～ｐ７） 

○「ばさらかよか農くるめんもん。」で旬の地場農産物（シクラメン）を

紹介しました。（裏表紙） 

２月１日号 ○「ばさらかよか農くるめんもん。」で旬の地場農産物（カリブロ）を紹

介しました。（裏表紙） 

広

報

く

る

め 

３月１日号 ○「ばさらかよか農くるめんもん。」で旬の地場農産物（イチゴ）を紹介

しました。（裏表紙） 

その他の情報発信 ○みどりの里づくりなどのホームページを更新しました。 

○久留米市食育推進プランの内容を市民にわかりやすく伝えるために「食

育かぞく」を作成しました。 

○久留米市の農業をわかりやすく解説した「くるめの農業２００８」を作

成しました。 

 

（３）今後の課題と解決の方向 

食と農の情報発信については、本市の農業を持続的に発展させていくためには、食と農に対する市民

の信頼を維持、向上することが必要不可欠であり、そのためには正しい食と農の情報を繰り返し、市民

に提供することが重要です。 

市では、今後も広報くるめ、市ホームページなどの市が持っている情報媒体を有効に活用するととも

に、タイムリーな情報は新聞社やテレビ・ラジオ局がメンバーとなっている市政記者クラブに情報提供



することで、様々な媒体を通じた市民への情報発信を行っていきます。なかでも、広報くるめでは食と

農についての連載記事「ばさらかよか農くるめんもん。」の連載を継続し、多くの市民が本市の農産物

について関心を持つように努めていきます。 

ここ数年、頻発している輸入農産物からの残留農薬の検出や食品表示の偽装等の問題により、消費者

の食品に対する「安全・安心」を求める声が一層高まってきています。このような中、今後も本市の安

全・安心な農産物を消費者へ提供するために、生産者へ「農薬の使用」、「生産履歴の記帳」、「農業ＧＡ

Ｐ（適正農業規範）」等についての周知徹底を図ることが重要です。 

そこで、市は、ＪＡや久留米地域農業改良普及センターと連携し、生産者への啓発チラシの配布や生

産部会員から提出された生産履歴帳の確認、栽培研修会を実施し、本市で生産される農産物の信頼確保

に向けた取組みを推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 健全な食生活への理解の促進、地域特有の食文化の継承 

学校、家庭、地域社会等と連携しながら、食育について取り組むことにより、健全な食生活への市民

理解の向上をめざします。また、地域で生産された農産物を使った地域特有の食文化の継承をめざしま

す。 

 

（１）数値目標の達成状況 

基本的施策２（健全な食生活への理解の促進、地域特有の食文化の継承）において設定している数値

目標５項目のうち１９年度の実績を把握することのできた４項目中３項目で１９年度実績が比例案分

等による１９年度目標値を上回る結果となりました。 

 

   表２－１ 基本的施策２における数値目標達成状況 

 （１９年度実績の捕捉方法） 

○食育実践モデル保育園の実施園数：久留米市（児童保育課）集計 

○食育等に取り組む小学校数：久留米市（学校教育課）集計 

○地場農産物を利用した料理教室への参加者数：久留米市（生産流通課）集計 

○食生活改善推進員数：久留米市（健康推進課）集計 

 

（２）施策の実施状況 

①食育推進事業 

１８年度から引き続き、「久留米市食育推進プラン」の策定に取り組みました。４～５月に市民か

らパブリックコメントの募集を行い、その結果を踏まえ最終案を作成し、６月１９日に推進プランが

基本計画目標 
単

位 

基準値 

（17 年度） 

中間年次 

目標値 

(22 年度)

最終年次 

目標値 

(26 年度)

比例案分等

による１９

年度目標値

19年度実績 

１9年度目標

値に対する目

標達成率（％）

食育実践モデ

ル保育園の実

施園数 

園 ３ １８ ３０ ９ ９ 
１００ 

○ 

食育等に取り

組む小学校数 
校 １７ ３５ ４６ ２３ ３８ 

１６５ 

○ 

地場農産物を

利用した料理

教室への参加

者数 

人 ４３３ ６００ ８００ ４９５ ６５３ 
１３２ 

○ 

食生活改善推

進員数 
人 ３５１ ４２５ ５００ ３６５ ３３６ 

８８ 

× 

郷土料理（が

め煮）を調理

することがで

きる市民の割

合 

％ 
５８．５

(16 年度) 
６０ ６５ 

中間目標年次（２２年度）に 

市民意識調査を実施予定 



完成しました。 

７月１６日には久留米市民会館において、久留米市食育推進プラン完成記念イベントを行い、食育

推進プランの紹介を行うとともに、食育に関する実践事例の発表や部会、関係団体による展示、啓発、

情報発信や地元産農産物の直売等を行いました。 

１０月１３～１４日は本年で３年目となる筑後スローフードフェスタのシンボルイベントが久留

米六角堂広場をメイン会場に開催されました。久留米をはじめとする筑後地方の食材を使った巻き寿

司作りや料理ブースなどによる体験や展示が行われ、またステージイベントではおにぎりコンテスト

やマイ箸づくりなどが催されました。１１月３～４日には、ふるさとみづま祭において、筑後スロー

フードフェスタの地域イベントである「みづまん市」が開催され、三潴特産のハトムギをはじめとし

た地場農産物や加工品の展示・販売が行われました。 

１１月１０～１１日に開催した第３３回ふるさとくるめ農業まつりにおいて、「食と農の情報発信

エリア」を新設し、久留米市食育推進委員会の各部会や関係団体による展示、啓発、情報発信やミニ

講演会等を実施しました。３月８日には、田主丸町のそよ風ホールにおいて、食育講演会を開催しま

した。 

これらの取り組みとともに、市内の各団体、学校等が食育に関するイベントや出前講座、研修会等

を行いました。 

 

（久留米市食育推進委員会／各部会の取り組み） 

地産地消部会 

地場農産物への「久留米産やさい」表示の結束テープ貼付推進や、六角堂昼市、地場農産物を使

った料理教室の開催などの事業を通して、市民へ地場農産物の情報提供を行い、地産地消の啓発を

図りました。 

学校給食への地場農産物導入促進の一環として、ＪＡくるめ青年部等が市民（児童・保護者等）

と協働してジャガイモの植付・収穫等を実施し、収穫したじゃがいも約１６ｔを学校給食で使用し

ました。 

食と健康部会 

ふるさとくるめ農業まつりと同時開催した健康フェスタにおいて、生活習慣病予防と食生活をテ

ーマに栄養・歯科・健康に関する展示・相談・指導、ミニ講座、調理実演、試食及びレシピ配布等

の食育推進啓発イベントを実施しました。 

市民の健康づくり支援と生活習慣病予防のために「健康づくり推進員」を養成し、７校区（御井・

津福・山川・荒木・南薫・東国分・善導寺）で運動と栄養の研修会を各３回実施しました。 

こども食育部会 

１１月から久留米信愛女学院短期大学と連携して、市内の小学１～３年生とその保護者を対象に

アンケートを実施しました。調査内容としては、児童の食生活の様子や心の状態、保健室利用の状

態を調査しました。調査結果については、２０年度に各学校に報告する予定となっています。 

「食で育む子どもの未来事業」の一環で、食育実践モデル園に幼稚園１園、保育所３園を指定し、

１年間食育の実践に取り組んでもらい、年度末に報告会を開催しました。また、「子ども達に食べ

させたい料理」を市民から募集し、２０点を選んで冊子を作成し、市民に配布しました。 

食の循環部会 

１９年度は、子どもたちが保育所や学校で、給食から出る調理くずを使って堆肥を作り、食の循



環を体験することで、ものを大切にする心を育む「生ごみリサイクルアドバイザー派遣事業」を開

始しました。公立保育所１０園、私立保育所７園、小学校２校が取り組み、その充実を図るため、

８月８日に保育士・給食調理員を対象とした研修会を行いました。 

 

 ②学童農園設置推進事業 

  市民の食料・農業・農村への理解促進の一環として、次代を担う小学校の児童に農作業の体験及び

指導者との交流を通じて、食と農への認識を深めることを目的とし、学童農園設置に要する経費の一

部を支援しました。（学童農園設置事業費補助金） 

 

   表２－２ １９年度事業実績 

地域名 実施校数 支援総額 

久留米 ２３ ２，４８４，０００円

田主丸 ６ ６４８，０００円

北野 ０ ０円

城島 ５ ５４０，０００円

三潴 ３ ３０８，０００円

合 計 ３７ ３，９８０，０００円

 

③料理講習会の実施・支援 

１２年度から食生活改善推進会（現在の名称：食生活改善推進協議会）の協力（１５年度より委託

事業）により、地場農産物を使った料理講習会を開催し、市民への研修・啓発活動を実施しています。

１９年度においては、講習会を３０回開催し、市民６５３名が参加しました。また、１６年度より各

校区公民館・コミュニティセンターや小学校の給食調理員が、地場農産物を使った「子ども料理教室」

を開催し、子どもたちへの地元農産物を使った食育を含めた啓発を行っています。１９年度は、小学

校２校で実施しました。 

 

④学校給食用ジャガイモ生産支援 

本市では食農教育事業の一環として、１６年度よりＪＡくるめ青年部・久留米市認定農業者協議

会・久留米市食農教育推進連絡会議（現：久留米市食育推進委員会）・その他関係機関（久留米青果

株式会社・学校給食物資納入組合・学校給食会）との連携のもと、市民を巻き込んだ協働作業におい

て、学校給食用ジャガイモの生産支援を実施してきました。学校給食用のジャガイモは、２月に作付

けを行って５月末に収穫し、６月から７月までの期間、学校給食用として市内の小中学校へ提供して

います。１９年度は、久留米地区のほか城島地区でも認定農業者協議会が中心となって、学校給食に

供給するジャガイモの生産を行いました。 

 

 

 

 

 

 



   表２－３ １９年度 学校給食へのジャガイモ導入事業実績 

実施主体（地区） ジャガイモ作付面積（ａ） 学校給食への供給量（ｔ）

久留米市食育推進委員会地産

地消部会、ＪＡくるめ青年部

（久留米） 

約３０ａ １４ｔ 

城島地区認定農業者協議会、

地産地消の会 

（城島） 

約１８ａ ２ｔ 

 

⑤中央卸売市場における食育の取り組み 

○西国分小学校児童の描いた「（食育）パネル」を中央卸売市場正門横に展示しています。 

○小中学校、調理師・栄養士の専門学校、海外の視察団等の市場見学を受入れました。 

【１９年度実績】 

小学校     ２回 

調理士専門学校 ８回 

その他     １回  

合   計 １１回（のべ４１２人） 

 

（３）今後の課題と解決の方向 

食育推進事業については、１９年６月に策定した「久留米市食育推進プラン」に基づき、ふるさとく

るめ農業まつりや食育祭 in くるめ等で、食育に関する啓発・情報発信を図るとともに、久留米市食育

推進委員会の各部会を中心に計画の目標年度である２２年度に向けて、事業の実施、食育の実践を図っ

ていきます。各部会の主な取組み予定は以下のとおりです。 

地産地消部会 

学校給食への地場農産物導入促進のため、ＪＡくるめ青年部等が行っている生産者・児童・保護者

の協働によるジャガイモ植付・収穫事業を支援します。 

結束テープにより農産物の久留米産の表示を進めます。地場農産物を使ったレシピ集、地産地消マ

ップの作成により、地場農産物に関する情報提供に努めます。 

食と健康部会 

ライフステージに応じた栄養バランスが良い規則正しい食生活の普及・啓発に取り組みます。子ど

もと保護者を対象とした「親子クッキング教室」、若年・壮年期に対しての「生活習慣病予防のため

の健康講座」や「生活習慣病改善相談」、高齢者に対しての「いきいき食と口の健康講座」等を開催

します。 

生活習慣病予防のための地区組織活動として、食生活改善推進員協議会による調理実習を８０会場

で実施するとともに、昨年度から実施している「健康づくり推進員」の養成の実施を拡大し、食生活

改善を通じた健康づくりを展開します。 

こども食育部会 

久留米信愛女学院短期大学と共同して１９年度にアンケート調査、回収、集約を行った子どもの健

康と食生活実態調査について、分析、資料化を行います。 

食の循環部会と連携して、保育所において生ゴミ堆肥を活用した野菜作りを推進します。本年度は



特に大豆作りを行い、その大豆を使った味噌作りに取り組みます。 

学校給食を生きた教材として活用し、児童生徒の食に対する知識とともに、食について考える習慣

を身につけさせる取り組みを継続します。また、身近な農産物を食べることでの食への関心、農業に

ついての学習機会の増加になることから、学校給食に地場農産物を積極的に導入していきます。 

食の循環部会 

食育担当職員や子どもたちの保護者への情報提供・意識改革のため、食のリサイクルに関する研修

会を行います。 

幼稚園、保育所、学校等で給食の調理くず等を活用した、生ゴミ堆肥による野菜作りの手法を指導

する「生ゴミリサイクルアドバイザー」派遣事業を継続、充実させます。 

 

学童農園設置推進事業については、事業実施可能な農地が近隣にない等の理由により、事業に参加す

ることが困難な小学校があります。これらは市街化区域内の小学校に多く、今後の事業展開における大

きな課題となっています。本市における全ての小学校で児童が農業に触れる機会を持てるように今後も

引き続き農業従事者に協力を呼び掛けるなど指導者の確保に努めていきます。 

料理講習会の実施・支援、学校給食用ジャガイモ生産支援については、料理教室や学校給食へのジャ

ガイモ生産等のイベントを通して、地場農産物と接する機会を持つことは、農業振興の発展を図るだけ

でなく、１８年１１月に「食育都市宣言」を行った本市としては、食生活の改善に伴う健康の増進、地

域の伝統的食文化の継承、食育や地産地消の推進ということからも、今後も継続して市民と協働しなが

ら、学校や家庭等で農業について啓発活動を行うことが重要です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 農業・農村が持っている生産機能や多面的機能への理解 

農業・農村に関する情報の提供や生産者と消費者の交流等を進め、農業・農村が持っている生産機能

や多面的機能に対する市民の理解向上をめざします。 

 

（１）数値目標の達成状況 

基本的施策３（農業・農村が持っている生産機能や多面的機能への理解）において設定している数値

目標２項目のうち１９年度の実績を把握することのできた１項目は、１９年度実績が比例案分等による

１９年度目標値を上回る結果となりました。 

 

   表３－１ 基本的施策３における数値目標達成状況 

 （１９年度実績の捕捉方法） 

○農業関連イベントの来場者数：久留米市（農政課）集計／ふるさとくるめ農業まつり６万２千人、

久留米つつじまつり３３万５千人、田主丸耳納の市１０万人、コスモスフェスティバル７万人、

城島ふるさと夢まつり２万人、ふるさとみづま祭５万人の合計 

 

（２）施策の実施状況 

①ふるさとくるめ農業まつり（久留米地域） 

「いのちを育む大地と人のふれ愛」をテーマに、１９年１１月１０～１１日に第３３回ふるさとく

るめ農業まつりを開催しました。１８年１０月に「久留米市食料・農業・農村基本計画」が策定され、

１９年６月に「久留米市食育推進プラン」が策定されたことから、農業まつりの開催コンセプトを「ふ

るさとの恵み、もりだくさん」、「やってみよう、見つけよう」、「学ぼう、考えよう、食育」とし、体

験と交流、食と農に関する情報発信、食育の推進を充実させました。 

 

表３－２ 第３３回ふるさとくるめ農業まつり概要 

ゾーン等 主な内容 

ＪＡゾーン 

○久留米一の大直売所（米、野菜、加工品、焼酎等の販売）、○体験コーナー、

○園芸相談、○農機具の展示、○バーベキューコーナー、バザー、○ファーム

スクールバス 

ミルク広場 
○骨密度測定、○子牛体重当て、手作りバター教室、県産牛乳無料配布、搾乳

体験（乳しぼり）、○乳製品・牛肉等の試食販売、○牛糞堆肥販売 

基本計画目標 
単

位 

基準値 

（17 年度） 

中間年次 

目標値 

(22 年度)

最終年次 

目標値 

(26 年度)

比例案分等

による１９

年度目標値

19年度実績 

１9年度目標

値に対する目

標達成率（％）

本市農業への

認知度 
％ 

１２ 

(16 年度) 
５０ ７０ 

中間目標年次（２２年度）に 

市民意識調査を実施予定 

農業関連イベ

ントの来場者

数 

万

人 
５３ ５５ ５８ ５４ ６３．７ 

１１８ 

○ 



催し広場 

○久留米筑水高校の学校生産物の即売、○ＪＡによる農作物等の販売、○消費

生活問題、環境問題をテーマにした展示、○植木･花の展示、即売、○エコバッ

グ販売 

ステージ 

○オープニングセレモニー（開会宣言、テープカット等）、○農業功労者表彰式、

ふるさと農業奨励賞等の授与式、農業名人認定式、○バンド演奏、ダンス、キ

ャラクターショー、○もちまき、イチゴ苗配布 

食と農の情報発

信エリア（リサ

ーチビル） 

○ミニ展示ブース（くるめ大地といのちの会、信愛女学院短期大学、福岡県農

業総合試験場、久留米産農産物展示、福岡農政事務所、水田農業推進協議会、

産業力強化・アグリバイオ、国際ツバキ会議ＰＲ、なんばしょっと農（広報く

るめ農産物記事ＰＲ）、北野小学校５年生～つくろう！広げよう！ふるさとくる

めの食、食生活改善推進員協議会、栄養ケア・ちっご、歯科衛生士会、生きが

い健康づくり財団）、○ミニ講演会（コンテナガーデン教室、地場農産物を使っ

た朝食作り、筑後平野の贈り物、久留米地域の農産物を利用した食品開発の取

り組み、北野小学校５年生～つくろう！広げよう！ふるさとくるめの食、食育

弁当を食べながら学べる食育講座、食育人形劇ベジタブル）、○園芸共進会（花

卉部門）展示、チャリティバザー、ハンギングバスケット教室 

 

表３－３ 入場者数の推移 

年  度 
１５ 

（第２９回） 

１６ 

（第３０回）

１７ 

（第３１回）

１８ 

（第３２回） 

１９ 

（第３３回）

来場者数 ７万人 ６万人 ６万人 ４万人 ６万２千人 

 

②久留米つつじまつり（久留米地域） 

地場産品として久留米つつじの保存と育成に努めるとともに、水と緑の人間都市久留米市の発展に

寄与することを目的として、１９年４月５日～５月５日までの１ヶ月間「第５０回久留米つつじまつ

り」を開催し、久留米つつじや一般鑑賞樹・観葉植物・盆栽等を販売しました。 

 ○来場者数：３３５，０００人（対前年比９８．２４％） 

  ○売上金額：６１，６７４，４００円（対前年比９０．４５％） 

 

 ③緑化講演会（田主丸地域） 

主に、緑化木生産者や造園業ほか緑化事業に携わる方を対象に、毎年テーマを決め、専門の講師を

招聘し、１９年１１月２７日にそよ風ホールにおいて緑化講演会を開催し、緑化産業の普及促進を図

りました。 

  ○主催：緑化七団体 

      久留米市、福岡県緑化センター、（社）福岡県樹芸組合連合会 

      （社）日本植木協会福岡県支部、福岡県苗木農業協同組合 

      田主丸町植木農業協同組合、にじ農業協同組合 

○内容：中野正生氏「住宅のデザインスタイルにマッチした樹種の選定と今後期待される樹種」を 

テーマとした講演。 

○参加者：８３名 



 ④グリーンフェスティバル（田主丸地域） 

緑を感じ（体感）、緑を学び（学習）、緑を広める（普及）という緑化センターの基本理念に基づく

イベント「グリーンフェスティバル」を、１９年５月１３日に福岡県緑化センターで開催しました。 

  ○主催：グリーンフェスティバル実行委員会（福岡県、久留米市、朝倉地区緑化推進委員会、 

      （社）福岡県樹芸組合連合会） 

  ○内容：「物販、プレゼント」、「体験学習、参加型イベント」、「こども広場」、「ステージイベント」

の４つの柱を中心に、「親子でガーデニング」、「丸太切り競争」、「子ども樹木探偵団」な

どを実施。 

  ○来場者：１３，０００人 

 

⑤菊花展（田主丸地域） 

菊作りを通じて、栽培技術の向上、情操教育に資するとともに、緑化関連事業の推進を目的とし、 

１１月１～５日まで、月読神社境内において菊花展を開催しました。 

  ○主催：浮羽菊朋会 

  ○内容：菊の展示、表彰 

       出品財  大輪三本立、大輪福助、小菊懸崖、小菊盆栽 

       出品者数 ５５名 

       出品点数 ３７８点 

       受賞点数 １３点 

       審査員  大宰府天満宮秋芳会、福岡県朝倉農林事務所、 

福岡県久留米地域農業改良普及センター、久留米市、浮羽菊朋会 

  ○来場者：１，５００人 

 

 ⑥ふるさとみづま祭・みづまん市（三潴地域） 

市民のふれあいによる連帯感を深め、文化・産業の交流、農産物の消費、販路拡大など、三潴地域

の活力、活性化に資することを目的として、１９年１１月３～４日に水沼の里２０００年記念の森に

て、「第２０回ふるさとみづま祭」を開催しました。 

また、筑後スローフードフェスタ２００７（主催：筑後田園都市推進評議会）の地域イベントに参

加し、ふるさとみづま祭来場者へ地元の食の魅力を広くアピールし、食の面から地域の活性化をはか

ることを目的とし、「みづまん市」を同時開催しました。（主催：ふるさとみづま祭実行委員会） 

  ○内容：イベントは、祭開催時から続く三潴町 25 地区による「子どもみこしパレード」、 

１２年から始まった「ＹＯＳＡＫＯＩみづま」など。また、会場内ではテントを張って「ち 

っごへその市」と称した筑後地区大物産展（飲食物や物産の販売７６出展）を開催。 

「みづまん市」では、町内の食体験や地元の人との交流ができるコーナーを設け、三潴町

の特産品「ハトムギ」を使っただご汁・味噌・茶などの地元の食や、わら細工体験・石け

ん作り等、地域内外の交流を図ることができる出展をおこないました。 

○来場者数：５０，０００人 

 

 

 



 ⑦みづま黒松春まつり（三潴地域） 

百数十年の歴史伝統を誇る庭園用の「みづまの松」及び物産品の一層の周知需要拡大を図り、久留

米市のまちづくりのなかで自然環境に恵まれた三潴町を広くアピールし、もって地域経済の活性化に

寄与することを目的として、１９年４月７～８日十連寺公園にて「第５回みづま黒松春まつり」を開

催しました。（主催：三潴町物産振興会・三潴町商工会） 

○内容：会場内での黒松等植木の展示即売 

      松の剪定講習会 

      テントを設営しての物産販売 

      植木のオークション、歌手による歌謡ショー、のど自慢大会、城島龍神太鼓、 

たまごや米のつかみ取りなどのステージイベント 

○来場者数：１０，０００人 

 

 ⑧農業生産体験 

実際の農業体験を通じて、プロの農家のコツやテクニックを学びながら、市の基幹産業である農業

及び食と農への理解を深めていただくことを目的として、農業生産体験講座を実施しました。 

表３－４ １９年度事業実績 

作業内容 市内２箇所で野菜の種まきから収穫までの農作業を実施 

期間 １０月中旬～３月中旬 

参加者 ２１名 

 

 ⑨農業功労者、ふるさと農業奨励賞、農業名人の認定 

１１月に行われた農業まつりにおいて農業功労者、ふるさと農業奨励賞の表彰と農業名人の認定を

行いました。 

 この農業功労者、ふるさと農業奨励賞の表彰制度は、指導的な立場から地域の農林水産業の発展に

貢献した者、地域農林水産業の振興に功績があり今後も活躍が期待される若き農林水産業経営者を表

彰することにより、農林水産業者の士気高揚と地域の農林水産業の活性化に資することを目的として

います。 

  また、たゆまぬ努力により、優れた技術及び技能を活かして生産（漁獲）した農産物等の品質（漁

獲高）等が、他の経営者よりも秀でたと認められる者や生産等を通して産地づくりに実績を残した者

を農業名人として認定することにより、今後の生産意欲の向上と地域農林水産業の活性化に資するこ

とを目的としています。各部門の受賞者の皆さんは以下のとおりです。（敬称略） 

農業功労賞（１６人） 

氏 名（居住地） 氏 名（居住地） 氏 名（居住地） 

岡 利光（藤光町） 笠井 不二夫（小森野） 緒方 洋一郎（安武町） 

古賀 克支（田主丸町） 深町 良平（北野町） 緒方 重治（城島町） 

古賀 平（三潴町） 下川 博行（荒木町） 寺﨑 功一（藤山町） 

長渕 勇（田主丸町） 原口 勝良（大善寺町） 田中 信（安武町） 

 

 



ふるさと農業奨励賞（６人） 

氏 名（居住地） 氏 名（居住地） 氏 名（居住地） 

八尋 義文（宮ノ陣町） 井口 正一郎（北野町） 宮原 吉次郎（三潴町） 

秋吉 信義（大橋町） 中村 武司（国分町） 坂本 和盛（田主丸町） 

農業名人（３人） 

氏 名（居住地など） 

宮原 奉文（田主丸町・巨峰作り名人） 

秋山 一次（北野町・セリ作り名人） 

森永 和夫（三潴町・肉牛作り名人） 

 

（３）今後の課題と解決の方向 

ふるさとくるめ農業まつりとともに、合併４町においてもそれぞれ地域の「まつり」が定着していま

す。ふるさとくるめ農業まつりは、合併４町のＪＡの協力も得ながら、生産者と消費者が一同にまつり

の会場に集い、ふるさと久留米の豊かな食の恵みに感謝するとともに、様々な体験、情報発信・情報交

流を通して、久留米市の食料・農業・農村への理解を深め、本市の食料・農業・農村が、市民みんなで

支え、育てるべき貴重な財産であることを再認識する場とします。 

春のイベントとして市民に定着している久留米つつじまつりは、つつじ、鑑賞樹、盆栽等の販売のほ

かに、１９年度は第５０回の記念大会として、つつじまつりの歴史の写真等を展示しました。 

緑化講演会は、講演会オンリーではなく、関係七団体が独自に開催する研修会等にも参加できるよう

な、企画を考えるようにいたします。関係七団体相互の連携をさらに強化していきます。 

 グリーンフェスティバルは、子供に親しまれるイベントとしてのみならず、久留米地区の森林や緑地

の変遷や、これからの森林緑地のありかたなども学べる体験型、参加型の行事を多く取り入れ、地域の

緑を守る意識を育むような企画を考えます。 

菊花展（浮羽菊明会）は、各種愛好会も多様化する中、菊作りの大変さも相まって、若い人が入会し

てこないという問題があります。会員の減少に歯止めがかからず、会員確保が今後の課題です。 

２０回を迎えた「ふるさとみづま祭」は、地域最大のイベントとして定着しています。１９年度は、

新しい試みとして「みづまん市」を開催しました。今後は「みづまん市」を通じて、特産品「ハトムギ」

や農産物等地域の食の魅力をアピールしていきたいと考えます。 

みづま黒松春まつりは、三潴の春のイベントとして定着しつつありますが、参加者のほとんどが地元

からです。今後は、さらに広報活動に力を入れ、集客の幅を広げ、特産物「みづまの松」を地域外へア

ピールしていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 農業の生産基盤の整備、優良農地の確保 

農地、農道、農業用用排水路、ため池などの農業生産基盤を整備するとともに、遊休農地の発生を抑

制し、優良農地の確保をめざします。 

 

（１）数値目標の達成状況 

基本的施策４（農業の生産基盤の整備、優良農地の確保）において設定している数値目標１項目につ

いては、１９年度実績が比例案分等による１９年度目標値を上回る結果となりました。 

 

   表４－１ 基本的施策４における数値目標達成状況 

 （１９年度実績の捕捉方法） 

  ○農業生産基盤整備率：久留米市（農村整備課）集計／整備計画面積５,４４２．６５㎡のうち 

５，００９．６５㎡（９２％）を整備。 

 

（２）施策の実施状況 

①農用地利用計画による農地開発の抑制 

福岡県では、農業振興地域の整備に関する法律に基づいて、本市の一部地域（市街化区域、都市計

画法用途区域、大規模森林区域、防衛省施設用地）を除く地域を農業振興地域（１７，３３１ｈａ）

に指定しています。 

さらに、市では、農業振興地域内にある農地のうち、本市の農業振興上、必要な農地を「農用地」

（７，６７８ｈａ、農業用施設用地５１ｈａを含む）に指定し、原則的に農地転用を許可しない農地

とすることで、無秩序な農地開発を抑制しています。 

市では、農業振興地域の整備に関する法律で規定されている農用地区域からの除外に必要な要件を

満たしたものについては、やむを得ないものとして農用地区域からの除外の申出を受理し、法手続き

に沿って関係機関の同意を得て、年に２回程度、農用地区域の見直し（農用地区域からの除外）を行

っています。 

  ここ数年の農用地区域からの除外の実績は表４－２のとおりとなっており、除外の目的は、分家住

宅、農家住宅、資材置き場、駐車場などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本計画目

標 

単

位 

基準値 

（17 年度） 

中間年次 

目標値 

(22 年度) 

最終年次 

目標値 

(26 年度) 

比例案分等

による１９

年度目標値

19年度実績 

１9年度目標

値に対する目

標達成率（％）

農業生産基

盤整備率 
％ ９２ ９４ ９５ ９２ ９２ 

１００ 

○ 



表４－２ 農用地区域からの除外実績 

１７年度 １８年度 １９年度 地 域 

件数 除外面積 件数 除外面積 件数 除外面積

旧久留米 25 件 35,906 ㎡ 22 件 22,804 ㎡ 42 件 40,599㎡

田主丸町 40 件 85,804 ㎡ 15 件 27,023 ㎡ 4 件 4,914 ㎡

北野町 3 件 1,136 ㎡ 4 件 5,408 ㎡ 1 件 398 ㎡

城島町 5 件 6,480 ㎡ 13 件 5,478 ㎡ 5 件 3,327 ㎡

三潴町 51 件 75,617 ㎡ 29 件 25,932 ㎡ 26 件 33,987㎡

合 計 124 件 204,943 ㎡ 83 件 86,645 ㎡ 78 件 83,225㎡

 

 ②農地法による農地開発の抑制 

  農地は県知事の許可（市街化区域内の農地は市農業委員会への届出）なく農業以外の目的に使用す

ることはできません。 

農地転用許可を必要とする申請に対しては、市農業委員会での議決を得て県知事に意見書を提出し、

知事が農業会議に諮問し、意見を聴いたうえで許可することになります。なお、許可申請は、農地法

の転用許可基準に適合し、かつ、関係法令（開発関係等）とも整合する必要があります。 

１９年度に農地転用が許可（届出の場合は受理）された申請件数、転用面積は表４－３のとおりで

す。 

 

   表４－３ １９年度農地転用の状況 

種 別 件数 転用面積（㎡） 

届出 ６９ ３４，５９０農地法４条 

許可 ５２ ４０，００４

届出 １３５ ７０，４４６農地法５条 

許可 １９４ １７４，５１７

合 計 ４５０ ３１９，５５７

農地法４条許可：農地の所有者、耕作者が自らその農地を農地以外のものにする場合に必要な許可 

農地法５条許可：農地の使用収益権を持たない者が、農地を農地以外にする目的で、農地の所有者か 

ら農地を買ったり、借りたりして転用する場合に必要な許可 

 

 ③農地の流動化 

担い手の高齢化による後継者不足が深刻化する中で、地域農業を担うべき中核的農業者に農地を集

約し、効率的で安定的な農業経営を育成することが急務となっています。 

このため、認定農業者のうち新規に利用権を設定した農地の借受者で、別に定める要件を全て満た

す農業者には、集積農地１０ａあたり８，０００円を 1年に限って交付し、農地の利用集積の誘導を

図っています。 

 

 

 



表４－４ １９年度担い手への農地流動化実績 

  旧久留米 田主丸町 北野町 城島町 三潴町 合計 

交付経営体数 ２５ １７ １０ ５ １３ ７０

集積面積（㎡） 341,604 141.403 80,406 80,943 146.343 790,699

交付金額（円） 2,732,834 1,131,224 643,248 647,544 1,770,744 6,325,594

 

   表４－５ 農地流動化事業による農用地の利用権設定面積（１９年１２月現在） 

 旧久留米 田主丸町 北野町 城島町 三潴町 合計 

農地面積 ３，２４９ ２，２２５ １，１０１ ７９６ ９５７ ８，３２８

利用権設定面積 ７６９ ３２０ ３１９ ３５９ ２７０ ２，０３７

利用権設定率 ２５．１％ １５．９％ ３１．０％ ４７．２％ ３１．５％ ２６．３％

農地面積：農林業センサス２００５、面積単位：ｈａ 

 

 ④遊休農地対策 

本市の＊1)経営耕地面積は、農家数の減少、土地持ち非農家の増加、消費者の米離れによる実質的な

農地余りによって、７年（９，１２３ｈａ）から１７年（８，３２８ｈａ）までの１０年間で、７９

５ｈａ減少しています。 

また、本市の遊休農地面積は、経営耕地面積の３．３％で、その割合は年々増加しており（表４－

６）、農地の所有者、耕作者による農地の適正な管理が求められるとともに、農地の高度利用を図る

ために、地域合意を得ながら意欲ある経営体へ農地の集積を図っていくことが課題となっています。 

市では、１９年７月に市の「農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想」において、遊休農

地及び遊休農地となる恐れのある農地のうち基盤整備等を実施した農業振興地域内の農用地を要活

用農地として位置づけを行い、市農業委員会における農地パトロールを実施し、この要活用農地が遊

休農地化することを防ぐとともに、農業上の利用の増進を図るため、市農業委員会や関係ＪＡと連携

を図りながら、地権者への指導、担い手への利用集積を進めています。 

また、１９年度より、遊休農地の発生割合が高い山麓地区のうち、草野・山本地区において、市の

単独補助事業である「遊休農地対策モデル事業」を実施し、地区営農推進協議会が中心となり地域ぐ

るみで遊休農地の発生防止・解消を図っています。 

 

※１）経営耕地面積 

土地台帳上の地目や面積に関係なく，農家が所有し耕作している耕地（自作地）と，他人から借り

て耕作している耕地（借入耕地）の合計。 

 

 

 

 

 

 

 



   表４－６ 遊休農地の発生状況（世界農林業センサス２０００、農林業センサス２００５） 

１２年 １７年 
地域 

経営耕地面積 遊休農地面積 割合 経営耕地面積 遊休農地面積 割合  

旧久留米 3,404 87 2.5% 3,249 168 4.9% 

田主丸町 2,359 59 2.4% 2,225  78 3.4% 

北野町 1,121  6 0.5% 1,101  11 1.0% 

城島町   800  1 0.1%   796   7 0.9% 

三潴町   929  7 0.7%   957  20 2.0% 

合 計 8,613 160 1.8% 8,328 284 3.3% 

                                   （単位：ｈａ） 

 

⑤中山間地域等直接支払制度（田主丸町） 

  遊休農地の増加等により多面的機能の低下が懸念されている田主丸町の中山間地域において、農業

生産の維持を図りつつ、多面的機能を確保することを目的に、国の中山間地域等直接支払制度を利用

し、生産条件が不利な地域の生産コストを交付金で補うことで遊休農地の発生を防ぎ、農業の持つ多

面的機能の維持を行っています。 

田主丸町では１３年度よりこの事業を実施しており、１９年度は、旧水縄村の６つの集落（森部・

大井・石垣・麦生・益永・二田）に対して、交付金（交付金の負担割合＝国：１／２、県：１／４、

市：１／４）を支出しています。 

 

   表４－７ １９年度中山間直接支払交付金 

集落名 交付額 

森部 ３，４５０，２７２円

石垣 ３，０７４，２６３円

大井 １，０１５，１８４円

益永 ７８０，０６４円

二田 ６０３，９２９円

麦生 ３，４８９，９９９円

合 計 １２，４１３，７１１円

 

⑥ふるさと農道緊急整備事業 

田主丸（三角地区）で取り組んでいる事業 

工事費 Ｌ＝552ｍ(内 173m 舗装のみ) 36,949 千円 

用地測量登記委託料（6筆）            97 千円 

土地購入費（1筆 54.97 ㎡）            138 千円 

 

 

 



⑦農村振興総合整備事業 

近年の急激な社会構造の変化の中で、農村は高齢化の進展によって活力が低下する一方で、農村は、

ゆとりとやすらぎを与える居住の場・癒しの場として注目されています。そこで、地域の創意工夫や

住民の合意形成を通して、農村の地域づくりを計画し、生産基盤の整備と生活環境の整備を一体的に

行うことで、活力ある農村社会の形成と農業への意欲を高めるために、県営事業（久留米・北野・三

潴地区）・団体営事業（城島）により農村振興総合整備事業に取り組んでいます。 

具体的には、農道・用排水路・ため池・クリーク・防火水槽・広場などの整備を各地区毎に、１３

年度から２３年度の間で整備を行っています。 

 

表４－８ 事業実施状況 

地区名 事業期間 総事業費 事業主体 19 事業費（千円） 

久留米 16～21 年度 約１６億円 福岡県（県営） 357,000 

三 潴 15～20 年度 約１８億円 〃 630,000 

北 野 18～23 年度 約１１億円 〃 283,500 

城 島 13～20 年度 約２１億円 市（団体営） 212,100 

１９年度度施工実績（工事） 

    久留米地区：用排水路 4 箇所、農道 5 箇所など 

    三潴地区 ：用排水路 1 箇所、農道 11 箇所、防火水槽 6 箇所など 

    北野地区 ：用排水路 1 箇所、農道 3 箇所、防火水槽 1 箇所などなど 

    城島地区 ：用排水路 5 箇所、農道 1 箇所、防火水槽 2 箇所など 

 

⑧農地防災事業 

○障害防止対策事業（防衛省補助事業） 

自衛隊の演習によって荒地となる事による「ため池」への土砂流入が原因で、用水不足・治水機

能の低下が生じている演習場周辺のため池（ムルガ池上・下、中尾池上・中・下、立石池）の整備

を行っています。１９年度は、藤山町立石池の浚渫や法面保護工などを行っています。 

   事業費： 17,927 千円  国庫補助費：13,445 千円 

  ○県営農地防災事業 

農業用施設（ため池・井堰・クリークなど）による自然災害を未然に防止し、農業用施設の効用

低下の回復等を県営事業により行います。１９年度事業は以下の通りです。 

・農業用河川工作物応急対策事業  

：床並堰の附帯工事 事業費：1,050 千円  市負担金：90 千円 

     ：井竜堰 市負担金：1,508 千円 

・クリーク防災事業：安武地区、城島西部Ⅱ期地区 

・湛水防除事業：千間溝用排水路 

 

⑨ほ場整備事業・経営体育成基盤整備事業 

市では、将来の農業生産を担う効率的で、安定した経営体（担い手）を育成し、その経営体が地域

の農業の中心的役割となれるよう、ほ場整備（区画整理や水路、農道等の整備）を行っています。 

これは、ほ場整備（区画整理）事業の実施を契機として、将来の農業生産を担う効率的・安定的な



農業を営む経営体と見込まれるものに、より質の高い農用地の利用集積を促進し、更に生産性の高い

農業構造の実現を図るものです。 

竹野地区（田主丸町）では、１８年度より県営経営体育成基盤整備事業として事業を推進しており

現在でも事業を実施していますす。山本豊田地区（山本町）では、２０年度事業実施に向け、事業計

画等について地元との協議調整、県に対する事業施行申請を行いました。 

 

表４－９ 事業実施及び計画地区 

地区名 総事業費 面積（ha） 事業期間 

竹野 1,543 百万円 １１２ １８～２２年度 

山本豊田 588 百万円 ３７．４ ２０～２５年度 

 

  また１９年度は、今までにほ場整備（区画整理）事業を実施した地区の各土地改良区について償還

補助を行っています。（計 １０地区 償還補助額１３５，５７３，６８８円） 

 

表４－１０ 償還補助を行っている地区 

地区名 総事業費 面積（ha） 事業期間 

城島北部 890 百万円 ７１ 昭和５５～昭和６１年度 

城島南部 3,980 百万円 ２３９ 昭和５３～９年度 

城島西部 1,390 百万円 ９３ 昭和５９～１１年度 

城島中部 3,759 百万円 １４４ 昭和６２～１３年度 

大溝西部 3,295 百万円 １５５ 昭和６２～１３年度 

水分西部 1,489 百万円 １０１ ４～１２年度 

水分中部 1,197 百万円 ８９ ５～１３年度 

大善寺北部 861 百万円 ５０ 元～１０年度 

大橋 1,351 百万円 ７８ １０～１５年度 

武島 1,012 百万円 ８２ １３～１７年度 

 

⑩農業用施設維持管理事業 

１９年度は、地元との協議を行いながら、農道改良（４，１１６ｍ）、用排水路改良（１，４３４ｍ）

の整備を実施しました。 

 

（３）今後の課題と解決の方向 

農地は農業の基盤であり、一度、農地でなくしてしまうと、再び農地として利用するためには、多大

な経費と時間が必要となります。なかでも基盤整備等の公共農業投資を行った農地は、我が国の農業生

産の中核である生産性の高い優良農地であり、特に農地として重点的に保全していく必要があります。

市では福岡県、市農業委員会とともに農業振興地域の整備に関する法律、農地法を的確に運用し、無秩

序な農地開発を抑制していきます。 

農地需要の減少、小規模零細農業者の離農は、現在の農業を取り巻く環境から、今後も続いていくこ

とが予想されるため、意欲ある担い手への農地の利用集積を促進して、農地の有効活用を目指していき



ます。市では、農地・水・環境保全向上対策、中山間地域等直接支払制度などの支援策を活用するとと

もに、認定農業者や水田経営所得安定対策に対応した土地利用型農業を指向する集落営農組織への農地

の利用集積を誘導していきます。 

要活用農地に対しては、市農業委員会による農地パトロール、活用されていない農地への改善指導を

行うことで、地権者の耕作再開を促します。さらに、遊休農地が比較的多く点在する耳納山麓地域のう

ち草野・山本地区において、１９年度より遊休農地対策モデル事業を実施し、地区内の地元営農推進協

議会が取り組む遊休農地対策事業に支援を行っています。 

ふるさと農道緊急整備事業については、２０年度から5ヵ年の期間延長となり、その期間内において、

全体事業を完了する予定です。 

農村振興総合整備事業については、２０年度も各地区ともに事業を継続して行います。課題としては、

設計内容などに対する地元関係者の合意形成や財源確保等がありますが、整備に向けて努力していきま

す。また、現在実施中の各地区とも事業完了までは現行計画により事業の推進を行いますが、２１年度

に市全体の基本計画を策定し、次期事業に取り組む予定です。 

農地防災事業は、老朽化などにより災害の発生が危惧されると共に、機能低下が著しい農業用施設（た

め池・井堰・クリーク等）を整備・改修することにより、農業の生産性向上と併せて市民生活の安全性

の向上を図るものです。そのため、各地区とも関係機関や地元等との協議調整を図りながら、計画的な

事業推進に取り組んで行きます。 

ほ場整備事業・経営体育成基盤整備事業については、より生産効率の高い農業生産をめざすため、ほ

場の大区画化や農道・用排水路の整備を行うとともに、認定農業者や集落営農組織等の担い手に農地を

集積して、大型機械の共同利用を行う等農作業の効率化に努める必要があります。 

現在は、農業生産に係る燃料、資材等の高騰、農作物価格の低下、農業就労者の高齢化、後継者の不

足など農業に対する先行きの不安感が強いため、ほ場整備（区画整理）事業に対する関心は薄く、かつ

事業費の地元負担にも警戒感がありますが、水田経営所得安定対策に対応する経営体への農地の集積は

不可欠であり、農家の理解を深める施策が必要となります。 

農業用施設維持管理事業については、市街化区域に比べ農用地区域や農村集落地域は、狭小な道路や

生活雑排水が流入した未整備の用排水路が多数存在し、防災・安全性の面にも不十分な点がみられてお

り、今後は地域全体の調和と発展を図るために、基盤整備・生活排水・道路・用排水路等の整備を効率

的に進めるためには、国・県の補助事業を有効に活用するとともに農村集落の総合的な整備事業に取り

組んでいきたいと考えています。なお、整備を図る上では、地権者からの同意および理解等の協議・調

整等を自治会、土地改良区、水利組合団体等の協力を得て円滑な整備を図っていきます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５ 多様な担い手による安定的な農業経営体の育成、確保 

認定農業者、集落営農組織、農業生産法人等の効率的で安定的な農業経営体を基本に、女性農業者、

高齢農業者、新規就農者等の多様な担い手の育成、確保をめざします。 

 

（１）数値目標の達成状況 

基本的施策５（多様な担い手による安定的な農業経営体の育成、確保）において設定している数値目

標４項目については、いずれの項目とも１９年度実績が比例案分等による１９年度目標値を上回る結果

となっています。 

 

   表５－１ 基本的施策５における数値目標達成状況 

 （１９年度実績の捕捉方法） 

○認定農業者数：久留米市（農政課）集計 

○集落営農法人数（水田経営所得安定対策加入以外の法人含む）：久留米市（生産流通課、農政課）

集計 

○担い手が経営する農用地面積シェア：久留米市（農政課）集計／本市の経営耕地面積８，３２８

ｈａのうち２，９５０ｈａを認定農業者が耕作（自作、小作）。 

○新規就農者数：福岡県久留米地域農業改良普及センター集計 

 

（２）施策の実施状況 

 ①市担い手育成総合支援協議会による担い手支援 

認定農業者、集落営農組織、農業生産法人等の効率的で安定的な農業経営体を基本に、女性農業者、

高齢農業者、新規就農者等の多様な担い手の育成・確保をめざすために、市は関係の５つのＪＡ 

（ＪＡくるめ、ＪＡにじ、ＪＡみい、ＪＡ福岡大城、ＪＡみづま）、福岡県久留米地域農業改良普及

センター、久留米市農業委員会とともに久留米市担い手育成総合支援協議会を設置し、関係機関と連

携しながら担い手支援事業を実施しました。 

１９年度は、特に認定農業者、集落営農組織のリーダーを始めとする農業者の経営力向上を目的に、

項  目 
単
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（17 年度） 
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(22 年度)
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○ 

新規就農者数 

 
人 １５ １５ １５ １５ ３４ 

２２７ 

○ 



全国的にも著名な農業生産法人の代表者を招いた農業経営支援研修会を２回開催しました。 

また、久留米市担い手育成総合支援協議会の構成団体による水田経営所得安定対策への支援チーム

を結成し、集落営農組織の立上げ、運営について話し合う座談会等に出席し、制度説明や組織づくり

に対する支援を行いました。 

 

表５－２ １９年度久留米市担い手育成総合支援協議会の主な実施事業 

月 日 事 業 内 容 

５月２５日 役員会・幹事会 前年度決算審議、年度計画及び予算審議 

８月 ７日 幹事会 情報交換及び農業経営支援研修会協議 

６月 担い手経営展開支援リース事業審査会（９件：久留米、北野、城島、三潴） 

８月２４日 第１回農業経営支援研修会／認定農業者フォローアップ研修 

場所  久留米ビジネスプラザ大ホール 

参集者 参加者数１５０名 

 内容 ○講師と久留米地域女性農村アドバイザー意見交換会 

○経営事例紹介① 

（有）畠中育雛場 代表取締役社長 畠中 五恵子 氏（飯塚市） 

○経営事例紹介② 

農業生産法人新福青果 代表取締役社長 新福 秀秋 氏（都城市）

１０月２５日 

～２６日 

全国農業担い手サミットｉｎとちぎへの参加 

 協議会構成団体の構成員より３名派遣 

１月２５日 久留米地域経営改善研修会（久留米地域担い手産地育成総合支援協議会との共催）

場所 田主丸そよ風ホール 

参集者 参加者数２００名 

内容 ○水辺プラザかもとでの直売所の取組み 

水辺プラザかもと統括部長 古荘 和行 氏（山鹿市） 

   ○農業発展のための農産物マーケティング 

 マーケティングプロデューサー 平岡 豊 氏（福岡市） 

２月１２日 第２回農業経営支援研修会／認定農業者フォローアップ研修 

場所  久留米ビジネスプラザ大ホール 

参集者 参加者数６０名 

内容 ○経営事例紹介① 

農事組合法人 日進温室組合 ハーブセンタースマイルｍａｍａ 

代表 田辺 美代子 氏（八代市） 

○経営事例紹介② 

農事組合法人 天生田営農組合 

代表理事組合長 中村 久男 氏（行橋市） 

３月１８日 女性農業者による直売施設等視察研修会 

 参集者 参加者数６０名：認定農業者の配偶者、女性農村アドバイザー、道の

駅くるめ出荷予備登録者、申込み８７名より抽選。 

視察場所 福津市「あんずの里ふれあいの館」、古賀市「コスモス広場」 



②認定農業者の育成・確保 

市では、農業経営基盤強化の促進に関する市の基本的な構想に基づいて、一定水準以上の年間農業

所得（概ね６００万円以上）と年間労働時間の短縮（概ね２，０００時間以内）をめざす農業者を認

定農業者として認定しています。 

認定にあたっては、農業者が営農している地域のＪＡ、福岡県久留米地域農業改良普及センターと

ともに５年後の経営改善目標と達成に向けた具体的な取組みを示す農業経営改善計画の作成を支援

するとともに、その内容について妥当性を評価し、農業経営改善計画の認定を行っています。 

１９年度は、１４年度に認定した１１５経営体のうち８０経営体の計画を更新するとともに、新規

に５２経営体の計画を認定しました。その結果、平成１９年度は１５経営体が増加し、１９年度末現

在の認定農業者数は８６７経営体となっています。 

 

   表５－３ 認定農業者数（２０年３月末現在）          （経営体） 

   地域 認定農業者数 

うち法人 うち共同申請 うち女性 

旧久留米 ３０３ ９ ２０ ９ 

田主丸 ２４２ ８ ０ ５ 

北野 １３８ １０ ５ ０ 

城島 ７８ ２ ０ ３ 

三潴 １０６ ４ ２ ３ 

合 計 ８６７ ３３ ２７ ２０ 

 

③認定農業者協議会 

市内には地域ごとに組織される５つの認定農業者協議会があり、加入する農業者相互の情報交換、

自主的な学習、市民との交流などの活動を行っています。 

市では、認定農業者協議会補助金を交付し、認定農儀者が組織する協議会の活動を支援しています。 

 

   表５－４ １９年度認定農業者協議会への助成額 

組 織 名 設立日 会員数 １９年度助成額 

久留米市認定農業者協議会 13 年 9 月 3 日 ４６名 ５００，０００円

田主丸町認定農業者協議会 14 年 10 月 18 日 １２５名 ８２６，０００円

北野町認定農業者の会 13 年 4 月 16 日  ９３名 ２００，０００円

城島町認定農業者協議会 17 年 4 月 27 日  ６２名 ２００，０００円

三潴農業担い手連絡協議会 昭和 53 年 10 月 13 日  ２４名 ２００，０００円

 （主な活動内容） 

○城島地区学校給食用じゃがいも植付、収穫 

○ふるさとくるめ農業まつり、ふるさと三潴まつり、田主丸グリーンフェスタ、田主丸耳納の市へ

の出店（農産物販売） 

  ○全国認定農業者サミットへの参加 

  ○県協議会活動への参画（トップセミナー、県農政部長との懇談、シンポジウム） 



  ○研修会の実施、○先進地調査 

 

④農業後継者対策 

本市の農業経営は家族経営がほとんどであり、農家世帯内での世代交代がスムーズに行われること

が重要です。本市で新規に就農する方のほとんどが、農家の子が学校を卒業して直ちに、または民間

企業等を退職して家業につく形がほとんどです。 

農家以外の職業の方からの就農相談があった場合は、関係機関による新規就農支援チームを組織し、

新規就農に関する情報提供や相談活動を行っています。 

市では、概ね３０歳未満の農業後継者で組織する市内３つの４Ｈクラブの組織活動に対する支援を

行いました。（農業後継者対策事業費補助金） 

また、市では、４０歳未満の農業者団体３団体の活動（技術習得のための研修、消費者の農業・農

村に対する理解の促進、農業者の能力開発、地域農業の振興に資すること）に要する経費の支援を行

いました。（担い手育成事業補助金） 

さらに、国際的視野を持ちフロンティアスピリット旺盛な農業後継者を育成するために、海外研修

を行う４０歳未満の農業者３名に渡航費、研修費の一部を支援しました。（農業後継者海外研修補助

金） 

 

表５－５ 農業後継者活動への支援状況 

補助金の名称 支援対象となった組織等 １９年度助成額 

久留米４Ｈクラブ ３００，０００円 

田主丸４Ｈクラブ ４００，０００円 

農業後継者対策事業費補助金 

北野４Ｈクラブ ４００，０００円 

ＪＡくるめ緑化部会 １００，０００円 

ＪＡくるめ鉢花部会 １００，０００円 

担い手育成事業補助金 

ＪＡくるめ青年部 １００，０００円 

農業後継者海外研修補助金 農業後継者３名（久留米１名、

三潴２名）、豪州農業研修参加
３６０，０００円 

 

 ⑤農業サポーター 

市では、生産者の高齢化や後継者不足への対応と大量退職を迎えるシニア世代の新たな生きがいづ

くりと農業への関心を高めることを目的に、１９年１２月～２０年３月に久留米市農業サポーター養

成講座を開講しました。農業への関心が高い１６名の市民が講座を修了され、農業サポーターとして

登録されました。 

 

 ⑥集落営農組織の育成・水田経営所得安定対策への加入促進 

  市では、各ＪＡ、福岡県と連携し、水田経営所得安定対策への申請を行う米、麦、大豆の集落営農

組織の設立、法人化に向けた支援を行うとともに、研修活動に対する経費の一部の支援を行いました。

（集落営農育成事業費補助金） 

その結果、２０年産の麦、大豆の水田経営所得安定対策への加入率は、前年度から引き続き概ね 



１００％程度を維持しています。 

 

表５－６ １９年度水田経営所得安定対策加入状況 

１９年 加入面積（ｈａ） 
地域名 区分 経営体数 経営耕地面積（田）

水稲 麦 大豆 

認定農業者 54 252.6 218.9 229.0 33.3

法人 3 131.2 79.3 129.3 41.3旧久留米 

任意組合 15 1,718.5 1,025.4 855.5 294.0

認定農業者 15 156.9 89.3 99.0 7.2

法人 0 0.0 0.0 0.0 0.0 田主丸町 

任意組合 4 133.4 0.0 127.0 8.2

認定農業者 41 209.7 94.7 108.4 8.4

法人 2 77.3 1.8 77.3 25.6 北野町 

任意組合 7 213.2 51.1 184.1 67.1

認定農業者 15 117.2 56.2 98.9 23.8

法人 0 0.0 0.0 0.0 0.0 城島町 

任意組合 11 445.0 115.6 379.2 164.2

認定農業者 16 99.5 61.9 118.2 36.5

法人 1 10.1 3.2 4.5 2.2三潴町 

任意組合 17 664.0 393.7 599.5 246.4

合  計 201 4228.6 2,191.1 3,009.9 958.2

０５ｾﾝｻｽ経営耕地 H18 H18 H18 全体作付面積 

（福岡県５３次統計書） 8328.0 4330.0 3020.0 868.0 

担い手カバー率 50.8% 50.6% 99.7% 110.4

※１９年の作付面積が１８年より増加し、カバー率が高めに出ています。 

 

表５－７ 集落営農組織育成に係る支援実績 

地域名 支援組織数 支援総額 

旧久留米 ４ ４００，０００円

北野町 １ １００，０００円

城島町 ０ ０円

三潴町 １ １００，０００円

合 計 ６ ６００，０００円

 

⑦農事指導員の委嘱 

  各農家への情報伝達やとりまとめを担うために各農事組合の代表者を市の特別職非常勤職員であ

る農事指導員として委嘱しています。１９年度は、表５－８のとおり農事指導員の委嘱を行いました。 

 



   表５－８ 農事指導員委嘱 

地域名 委嘱人数（人） 

旧久留米 ２７７ 

田主丸町 ９５ 

北野町 ７４ 

城島町 ５０ 

三潴町 ２５ 

合 計 ５２１ 

 

（３）今後の課題と解決の方向 

本市の農業の持続的な発展を図るためには、意欲ある認定農業者の育成とともに各地域の営農条件に

応じた集落営農組織を設立・育成し、より効率的で安定的な経営への転換を図るとともに、女性農業者、

高齢農業者など多様な担い手が活躍できる場を整備していくことが必要です。 

担い手の育成においては、特に、各農業者の「経営」感覚を向上することが必要で、市は、研修会、

講演会、資料提供など農業者が必要とする経営情報の提供や経理、財務などの専門家による技術指導な

どを中心とした支援策を推進していきます。 

具体的には、経営改善計画の中間年である３年目の認定農業者を対象とした「認定農業者フォローア

ップ研修」、女性農業者のスキルアップを目的とした「女性農業者起業研修」を実施していきます。ま

た、水田経営所得安定対策に対応して設立された任意組合の組織活性化、法人化に向けた取組みを推進

するために「経営研修会」等を実施することによって、経営感覚の優れた農業者を育成し、農業経営の

安定化を目指します。 

さらに、農業に対する理解の促進、ならびに農繁期における人手不足の解消、大量退職を迎えるシニ

ア世代の新たな生きがいづくりを目的に、シニア世代を主な対象とした「農業サポーター」を養成する

市民講座（第２期生）を開講するとともに、昨年度の講座修了生による援農活動を支援し、新たな担い

手の創出に向けた取組みを進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６ 収益性の高い農業経営、競争力のある産地の育成 

需要の動向に応じた高品質優良農産物の生産や産地銘柄の確立によって収益性の高い農業経営を促

進し、競争力のある産地育成をめざします。 

 

（１）数値目標の達成状況 

基本的施策６（収益性の高い農業経営、競争力のある産地の育成）において設定している数値目標２

項目について、１９年度の実績を把握することのできた１項目は、１９年度実績が比例案分等による 

１９年度目標値を下回る結果となりました。 

 

   表６－１ 基本的施６１における数値目標達成状況 

 （１９年度実績の捕捉方法） 

  ○農業産出額：福岡農林統計協会 

 

（２）施策の実施状況 

 ①制度資金を利用した低利融資、利子補給 

農業経営の近代化、資本装備の高度化、規模拡大のほか災害復旧に伴う投資時の経費負担軽減のた

めに、ＪＡや農林漁業金融公庫などの金融機関が行う農業近代化資金、農業経営体育成資金（通称：

スーパーＬ資金）等の制度資金による農業者への低利貸付に対して、国県とともに金融機関に利子の

一部助成を行っています。 

１９年度に新規貸付を行ったのは、農業経営体育成資金（スーパーＬ資金）が１２件で計 216,620

千円、農業近代化資金が１件で計 700 千円でした。また、これまでに貸付を行った農業近代化資金、

農業経営体育成資金、災害被害対策農業施設資金に対して行った金融機関への１９年度利子補給額は、

4,688,795 円で、内訳は表６－２のとおりです。 
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７４１ ７６０ ８００ 
中間目標年次の世界農林業センサス 

調査より推進状況を把握する 



   表６－２ １９年度制度資金への利子補給実績 

資金種類 地域 件数(件) 利子補給額（円） 

旧久留米 ２０７ 901,322 

城島町 ５ 123,144 

農業近代化資金利子補給金 

２１９件（1,044,046 円） 

三潴町 ７ 19,580 

旧久留米 ２８ 1,181,157 

田主丸町 ９ 288,031 

北野町 ２２ 904,802 

城島町 ７ 586,279 

農業経営体育成資金利子補給金 

６８件（3,011,894 円） 

三潴町 ２ 51,625 

旧久留米 ６ 95,724 

田主丸町 ３２ 393,862 

北野町 １ 69,026 

城島町 ２ 161 

災害被害対策農業施設利子補給金 

（H16 台風災害資金、農業施設等台風災

害復旧、ひょう被害、H17 干ばつ） 

５４件（632,855 円） 

三潴町 １３ 74,082 

 

 ②農産物ブランド化 

農産物のブランド化事業は、地場農産物の域内流通と消費拡大を目的に、改正商標法（地域名＋商

品名の商標登録）を視野に入れながら久留米独自の地域ブランド確立を目指すものです。市は、福岡

県久留米地域農業改良普及センター、ＪＡ、有識者による研究会を１８年１０月に設置し、調査研究

を開始しました。 

１９年度から「久留米市農産物ブランド化推進研究事業費補助制度」を施行し、地場農産物や加工

品を地域団体商標に登録・出願する団体や、地域団体商標登録を目指し、商品の開発研究や広報周知

活動をする団体を支援しています。 

１９年度にこの事業を活用して、ＪＡみいは、「北野特産やましお漬」の地域団体商標登録を出願

（２０年３月）し、ＪＡみづまは、地元三潴産ハトムギを加工したペットボトル茶の商品開発を行い

ました。 

 

③競争力ある土地利用型農業育成事業 

  売れる米・麦・大豆づくりや生産コストの低減に積極的に取り組む「競争力ある土地利用型農業」

を推進するため、県の補助事業を活用し、集落営農組織等の担い手に対して高性能農業機械の導入に

係る経費の補助を行いました。 

表６－３ １９年度競争力ある土地利用型農業育成事業 事業実績 

地域名 組織数 補助金額 

旧久留米 ６ ３３，０３５，０００円

北野 ４ １８，６００，０００円

城島 ２ ４，９７１，０００円

三潴 １ １，０７１，０００円

合計 １３ ５７，６７７，０００円



④植木・花卉振興対策事業費補助金 

緑豊かな耳納連山の麓を有する本市は、緑花産業の一大生産地域です。本市の優良な植木・花き産

業の振興を図ることを目的として、緑花木生産団体等が実施する研修会や栽培技術向上に係る活動等

の経費について植木・花卉振興対策事業費補助金を交付し、支援しました。 

   

表６－４ 植木・花卉振興対策への支援状況 

補助金名称 支援対象組織 １９年度助成額（円）

苗木研究会補助金 苗木研究会 180,000

福岡県苗木農業協同組合補助金 福岡県苗木農業組合 1,710,000

緑化植物振興補助金 三潴植木組合 35,000

植木流通対策事業費補助金 久留米市緑花流通センター協同組合 1,710,000

優良植木苗木生産促進事業費補助金 久留米市植木農業協同組合 600,000

久留米花卉園芸農業協同組合 400,000
花き生産普及事業費補助金 

久留米市花卉生産組合 200,000

 

 ⑤地域特産物普及推進対策事業費補助金 

久留米つつじ、田主丸の巨峰、三潴の黒松、耳納北麓地域の植木・苗木（果樹苗・植木苗）など本

市の特産物を広く市民へ普及宣伝するために、多くの市民が参加するイベントや品評会を開催し、特

産物の消費拡大や生産振興に寄与する各種団体について、地域特産物普及推進対策事業費補助金とし

て、特産物の情報発信やイベント等開催、生産技術向上等に係る経費の一部を助成し、支援しました。 

 

   表６－５ 地域特産物普及推進対策への支援状況 

補助金名称 支援対象組織 １9年度助成額（円）

久留米つつじまつり補助金 久留米市植木農業協同組合 3,000,000

巨峰会補助金 巨峰会 90,000

緑化講演会補助金 緑化関係７団体 45,000

菊花展補助金 菊朋会 108,000

久留米市菊花振興会補助金 久留米市菊花振興会 342,000

グリーンフェスティバル補助金 グリーンフェスティバル実行委員会 153,000

みづま黒松春まつり事業費補助金 三潴町物産振興会 1,320,000

 

⑥野菜価格安定対策事業 

野菜の市場販売価格が低落した時に生産者に価格差補給等を交付するための資金を造成すること

により、野菜生産農家の経営安定と野菜の安定供給を図っています。 

  

 ○特定野菜等供給産地育成価格差補給事業（国） 

 

 

 



   表６－６ 特定野菜等供給産地育成価格差補給事業 

 

○福岡県野菜価格安定事業 

      

表６－７ 福岡県野菜価格安定事業 

農協（地区名） 品目 造成負担割合（％） 業務・造成期間 
１９年度市造成額

（円） 

ＪＡくるめ 

（久留米地区） 

ＪＡみい 

（北野地区） 

ＪＡみづま 

（三潴地区） 

ＪＡ福岡大城 

（城島地区） 

ＪＡにじ 

（田主丸地区） 

リーフレタス 

ほうれん草 

ブロッコリー 

青ねぎ 

小松菜 

オクラ 

おおば 

いちご 

たいこん 

にんじん 

ラディッシュ 

菜の花  他 

県     ４０ 

市     １０ 

ふくれん   ５ 

農協     ５ 

生産者   ４０ 

３か年（１９～

２１年度） 

 

最初の 2 年間で

造成する。 

０（前年度残余金を

１９年度必要造成額

に繰り入れ充当した

ため） 

 

⑦活力ある高収益型園芸産地育成事業 

  本市の園芸農業の生産額増大と持続的な発展、安全安心の取組み等による市場及び消費者の評価向

上を図るため、施設や機械等の整備を進め、収益が高く活力ある園芸産地の育成を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農協（地区名） 品目 造成負担割合 業務・造成期間 
１９年度市造成額

（円） 

ＪＡみい 

（北野地区） 

しゅんぎく 

みつば 

にら 

国   １／ ３ 

県   １／ ３ 

市   １／１５ 

生産者 ４／１５ 

１か年・単年度 1,832,319



   表６－８ １９年度活力ある高収益型園芸産地育成事業 事業実績 

地区名 事業内容 
県補助金 

（千円） 

市補助金 

（千円） 

合計 

（千円） 

 

久留米地区 

省力栽培温室整備防

風等保護施設（いち

ご・トマト・軟弱野菜）

２件 

７，０８８ ７５６ ７，８４４

 

田主丸地区 

省力園地の整備、防風

等保護施設、高性能省

力機械、省力栽培温室

（ぶどう・花木・桃・

柿）５件 

９，４５６ １，０２４ １０，４８０

 

北野地区 

高性能省力機械、省力

栽培温室整備等（軟弱

野菜）２件 

８２，５２９ ８，３０２ ９０，８３１

 

城島地区 

省力栽培温室整備・育

苗施設（いちご）１件
１２，７８９ １，２７８ １４，０６７

 

三潴地区 

省力栽培温室整備 

（いちご）１件 
６，８０３ ６８０ ７，４８３

合  計 １１８，６６５ １２，０４０ １３０，７０５

※補助率：県は、３戸以上の営農集団等１／２，認定農業者個人１／３、市は、１／２０ 

 

⑧数量調整円滑化推進事業 

久留米市内の各地域水田協議会に対し２２年度までに米づくりの本来あるべき姿の実現と農業者

と農業者団体が主役となる米の需給調整の実施を目的とし、運営費を支援しました。 

 

   表６－９ 数量調整円滑化推進に係る運営費支援 

地域水田協議会名 
県補助金 

（円） 

市補助金 

（円） 

合計 

（円） 

久留米市地域水田農業推進協議会 978,000 0 978,000 

田主丸町水田農業推進協議会 636,000 0 636,000 

北野町地域水田農業推進協議会 327,000 0 327,000 

城島町地域水田農業推進協議会 266,000 1,194,622 1,460,622 

三潴町地域水田農業推進協議会 298,000 0 298,000 

 

⑨ふるさと農業活性化対策事業（生産組織育成型・新技術育成型） 

  生産組織育成型では、生産コストの低減、生産組織の高度化、土地利用型農業を担う大規模経営体

の育成及び法人化を図るために必要な集落推進会議、土地利用調整会議、先進地視察研修、生産技術・

経営研修等を行う営農組織に支援を行いました。 



  また、新技術育成型では、地域農業の活性化と企業的農業経営者の育成に向けて、生産性の高い新

技術体系（新規作物の導入を含む）の確立及び普及のために必要な機械、施設等の整備を行う営農組

織に支援を行いました。 

 

表６－１０ １９年度ふるさと農業活性化対策事業 事業実績 

事業名 事業内容 補助金額 

ふるさと農業活性化対策事業 

（生産組織育成型） 

大規模経営体の育成及び法人化を図るために必

要な会議、視察研修等に係る費用に対する支援 
295,000 円

ふるさと農業活性化対策事業 

（新技術育成型） 

生産性の高い新技術体系の確立及び普及のため

に必要な機械、施設等の整備に係る費用に対する

支援 

400,000 円

 

⑩稚魚放流委託 

筑後川は、内水面漁業の優良な漁場としての役割に加え、市民が釣りを楽しむことのできる場所と

しての位置づけを担っており、内水面漁業振興及び遊漁者（釣り人）対策として、下筑後川漁業協同

組合が行う稚魚放流を支援しました。 

 

 表６－１１ 稚魚放流委託への実施状況 

支援対象組織 放流量 19 年度委託額（円） 

エツ人工受精卵（1,000 万粒） 267,750

稚エビ（150kg） 777,000下筑後川漁業協同組合 

オイカワ（50kg） 215,250

 

⑪内水面漁業振興対策事業費補助金 

筑後川における内水面漁業の振興と発展を図るために、水産資源の増殖育成事業の推進（うなぎ・

エツ等の中間育成や放流事業等）、漁業環境の保全（外来魚対策のための啓発と駆除、ゴミ不法投棄

等監視、排水等漁場監視）、イベント等の実施（つり大会）等を実施しました。 

    

表６－１２ 内水面漁業振興対策事業への支援状況 

支援対象組織 １９年度助成額（円） 

下筑後川漁業協同組合 1,240,000

三又・青木漁業協同組合 45,000

 

（３）今後の課題と解決の方向 

現在の農業を取り巻く厳しい環境下では、営農施設に対する設備投資、規模拡大を行うのは容易なこ

とではありません。しかしながら、農業経営者の長期的な展望に立った営農計画、経営計画に基づいて

必要と判断された設備、農地の購入、借受けに係る経費に対して低利な制度資金を活用することは有用

です。 

市では、今後も制度資金に対する利子補給を続けることで、農業者が資金計画を立てやすい環境づく



りを行っていきます。 

農産物ブランド化については、今後、地域団体商標制度のみならず、本市の農産物の他産地にはない

優位性や特色を積極的に情報発信することはもちろん、商品に付加価値をつける加工商品開発や販路拡

大、本市独自の認証制度の導入など様々な手法を、農業団体・商工団体・行政が連携を図りながら推進

していくことが必要です。 

野菜価格安定対策事業を実施するにあたっては、作付面積や共同出荷率などの要件があるため現在指

定されている品目についてはその要件を割ることのないよう努めます。価格安定事業に取り組むことに

より、市場価格の低落による農業経営への影響を緩和することで、野菜生産農家の経営安定と消費者へ

の野菜安定供給に寄与していきます。 

本市の農業生産額の増大と、持続的な発展を図るためには、国県事業を有効に活用しながら、先進技

術の導入や省力機械、施設などの生産条件の整備促進を行い、収益性の高い産地を育成していく必要が

あります。経営の規模拡大・収穫量増大・品質向上・農業所得向上に寄与するために、生産者のニーズ

を踏まえた上で、本事業の有効活用を推進していきます。 

また、活力ある高収益型園芸産地育成事業では、事業実施後３年間は事業成果報告書の提出が求めら

れており、事業で導入した機械や施設の効果を確認し、生産量や粗収益・農業所得が伸び悩んでいる場

合には原因の追求とその改善・助言・指導を行うために、関係機関と連携を図り、生産者のゆとりある

経営の安定化を目指します。 

 

 


